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25年度 26年度 27年度 5,733 5,733 11,212 11,212

1 総

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

事務の効率化を
行うとともに、
窓口サービスを
含めた行政サー
ビス全体の質の
向上を図る。

市民

定
例
定
型

本庁舎再整備
実施設計に基
づく事務調整

実施設計に基
づく事務調整

実施設計に基
づく事務調整

適切に事
務調整が
進められ
た。

適切に関係課かいとの
事務調整は行えたが、
土曜日通年開庁につい
ては、市民課の窓口委
託状況を踏まえ、再度
検討することとなっ
た。

Ｂ あり 不可 未 高 中 高 現状維持

予
算
な
し

1

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

新庁舎建設にお
ける基本設計・
実施設計等との
整合

新庁舎建設に
伴う会議等で
の調整

２６年３月 ２６年３月

予
算
な
し

1

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

窓口サービス提
供のあり方に基
づく事業の推進

関係課かいと
の調整

２６年３月 ２６年３月
窓口サービス提
供のあり方に基
づく事業の推進

関係課かいと
の調整

２７年３月

予
算
な
し

1

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

情報推進最適化
に伴う情報シス
テム整備との整
合

関係課かいと
の調整

２６年３月 ２６年３月

情報推進最適化
に伴う情報シス
テム整備との整
合

関係課かいと
の調整

２７年３月

予
算
な
し

1

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

（仮称）市民セ
ンターの整備に
向けた検討

関係課かいと
の調整

２６年３月 ２６年３月
市役所出張所の
整備に向けた検
討

関係課かいと
の調整

２７年３月

予
算
な
し

1

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

連携型窓口シス
テム（仕様、レ
イアウト、運用
方法等）の検討

関係課かいと
の調整

２６年３月 ２６年３月

連携型窓口シス
テム（仕様、レ
イアウト、運用
方法等）の検討

関係課かいと
の調整

２７年３月

位置付け
ないが取
り組みを
進める

⑥市役所の変
革

27年度
窓口業務の
効率化 27

窓口業務の委
託の検討/連携
型窓口の導入
による市民
サービスの向
上

予
算
な
し

1

事務の効率化
の推進及び
サービスの向
上

土曜日通年開庁
本格実施に関す
る検討

本格実施開始
時期

２６年３月
市民課窓口
委託を踏ま
え、再検討

土曜日通年開庁
本格実施に向け
た検討

本格実施に向
けた検討時期

２７年３月 あり
⑥市役所の変
革

25年度

休日開庁等
による新た
な窓口業務
のあり方の
確立時期

26

市民ニーズを
踏まえた効率
的な窓口業務
の実施

予
算
な
し

2 総
外郭団体の経
営改善

外郭団体見直し
基本方針（改訂
版）に基づき外
郭団体の経営改
善を進めていく
こととする。

団体
政
策

経営改善状況

外郭団体の経
営改善の検
証、統廃合の

検討

外郭団体の経
営改善の検
証、統廃合の

検討

外郭団体の経
営改善の検
証、必要に応
じ統廃合の実

施

経営改善の
取り組みは
行ったが、
統廃合につ
いては検討
しなかっ
た。

各団体の経営改善に係
る取り組みを明確化す
るため、経営計画を策
定した。

Ｂ あり 不可 未 中 中 中 現状維持

予
算
な
し

2
外郭団体の経
営改善

外郭団体との協
議

会議回数 年2回 年2回
外郭団体との協
議

会議回数 年2回 あり
③外郭団体の
経営改善

27年度

外郭団体の
自立した経
営体制確立
時期

27
経営計画の検
証による改善

予
算
な
し

2
外郭団体の経
営改善

団体所管課との
協議

会議回数 年4回 年1回
団体所管課との
協議

会議回数 年4回

予
算
な
し

2
外郭団体の経
営改善

外郭団体見直し
基本方針の検証

実施時期
２５年１０
月

25年10月
外郭団体経営報
告書の作成

実施時期 １０月

予
算
な
し

3 総
総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

市の総合的かつ
計画的な行政運
営を図るために
茅ヶ崎市総合計
画の実効性を確
保する。

市民
政
策

外部評価の実施
及び評価結果の
施策等への反映

外部評価：１
回
予算への反映

外部評価：２
回
施策等への反
映

評価結果を基
に基本構想の
見直し検討

730

外部評価
１回

予算への
反映

事務事業評価として例
年の業務棚卸評価の実
施とともに一部の事務
事業については外部評
価を実施し、その結果
を次年度予算へ反映さ
せた。また、基本構想
の見直しの基本的な考
え方を策定し、２６年
度の見直し作業の準備
を整えた。

Ａ 2,473

業
務
計
画

あり 不可 未 高 高 高 拡大
増
や
す

3
総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

パブリックコメ
ントの実施

パブリックコ
メントの実施
時期

２６年８月

業
務
計
画

予
算
な
し

3
総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

総合計画審議会
運営事務

審議会開催回
数

年４回 年５回 730
総合計画審議会
運営事務

審議会開催回
数

年7回 2,473

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

▲２人
総合計画審
議会委員の
見直し

28以
降

総合計画審議
会の委員の見
直しを図る

増
や
す

3
総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

意見交換会の開
催

開催回数 １０回

業
務
計
画

予
算
な
し

3
総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

基本構想の見直
しの考え方の策
定

実施時期 ２６年３月 ２６年２月
基本構想の見直
し素案の策定

策定時期 ２６年７月

業
務
計
画

予
算
な
し

3
総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

総合計画審議会
及び行政改革推
進委員会による
事務事業評価の
外部評価の実施

実施時期 ２５年６月 ２５年７月

総合計画審議会
及び行政改革推
進委員会による
政策評価の外部
評価の実施

実施時期 ２６年７月

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

27年度

政策評価の
結果を基本
構想の見直
しに反映す
る時期

27
有識者による
外部評価を行
う。

予
算
な
し

3
総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

事務事業評価の
外部評価シー
ト・業務棚卸評
価シートの検討

シートの確定
時期

２５年４月 ２５年５月
業務棚卸評価
シートの検討

実施時期 ２６年４月

業
務
計
画

位置付け
ないが取
り組みを
進める

その他 25年度

評価時に使
用する紙資
源の削減の
時期

25

評価シートの
構成を見直
し、使用する
紙資源の削減
を行う。

予
算
な
し

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

目標値

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

具体的な
改善内容

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

企画経営課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

企画経営課

先を見据えた政策を実現する

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成
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25年度 26年度 27年度 5,733 5,733 11,212 11,212

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

目標値

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

具体的な
改善内容

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

企画経営課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

企画経営課

先を見据えた政策を実現する

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

3
総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

事務事業評価の
外部評価シー
ト・業務棚卸評
価シート作成支
援・取りまとめ

理事者ヒアリ
ングの実施時
期

２５年８月 ２５年８月

事務事業評価の
外部評価シー
ト・業務棚卸評
価シート作成支
援・取りまとめ

理事者ヒアリ
ングの実施時
期

２６年８月

業
務
計
画

予
算
な
し

3
総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

事務事業評価(業
務棚卸評価)結果
の議会への資料
提供

提供時期
２５年９月
及び２６年
２月

２５年８月
及び２６年
２月

事務事業評価(業
務棚卸評価)結果
の議会への資料
提供

提供時期
２６年８月
月及び２７
年２月

業
務
計
画

予
算
な
し

3
総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

事務事業評価(業
務棚卸評価)結果
の市民への公表

公表時期
２５年１０
月

２５年１０
月

事務事業評価(業
務棚卸評価)結果
の市民への公表

公表時期
２６年１０
月

業
務
計
画

予
算
な
し

3
総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

政策評価シート
の策定及び施策
評価シートとの
統合

シートの修正
案の確定時期

２６年３月 ２６年３月

業
務
計
画

予
算
な
し

3
総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

行政評価関連研
修及び講座の受
講

研修及び講座
の受講回数

１回 １回
行政評価関連研
修及び講座の受
講

研修及び講座
の受講回数

１回

業
務
計
画

予
算
な
し

3
総合計画の進
行管理・実施
計画策定事務

基本構想改訂版
の発行

基本構想改訂
版の発行
（庁内印刷
版）

２７年３月

業
務
計
画

増
や
す

4 総

経営改善方針
の策定及び進
行管理・行政
改革の推進

行政改革重点推
進事業の進行管
理を通じて継続
した経営改善を
図る。

市民
・
職員

政
策
進捗状況 進行管理 進行管理

進行管理/新
たな経営改善
方針の策定

547

順調に行
革重点推
進事業が
推進され
ている

概ね70%の行革重点推進
事業が平成25年度の目
標を達成している。

Ｂ 1,195

業
務
計
画

あり 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

4

経営改善方針
の策定及び進
行管理・行政
改革の推進

第3次行政改革大
綱の実施結果報
告書の作成

作成期限 ２５年９月 25年10月

業
務
計
画

予
算
な
し

4

経営改善方針
の策定及び進
行管理・行政
改革の推進

行政改革推進本
部及び幹事会の
設定

会議の実施回
数（合計）

年３回 年6回
行政改革推進本
部及び幹事会の
設定

会議の実施回
数（合計）

年３回

業
務
計
画

予
算
な
し

4

経営改善方針
の策定及び進
行管理・行政
改革の推進

行政改革推進委
員会の設定

会議の実施回
数

年５回 年6回 447
行政改革推進委
員会の設定

会議の実施回
数

年８回 1,095

業
務
計
画

あり
⑥市役所の変
革

▲5人

行政改革推
進委員会及
び総合計画
審議会の委
員削減数
（合計）

27

総合計画審議
会との統合に
伴う委員削減
数

維
持

4

経営改善方針
の策定及び進
行管理・行政
改革の推進

新たな行政経営
のあり方の検討

実施時期 ２６年３月 26年3月 100
新たな行政経営
のあり方の検討

実施時期 ２７年３月 100

業
務
計
画

維
持

4

経営改善方針
の策定及び進
行管理・行政
改革の推進

経営改善方針追
加事項の検討

実施時期 ２５年８月 25年10月
経営改善方針追
加事項の検討

実施時期 ２６年８月

業
務
計
画

予
算
な
し

4

経営改善方針
の策定及び進
行管理・行政
改革の推進

経営改善方針実
施状況報告書の
作成

作成期限 ２６年８月

業
務
計
画

予
算
な
し

5 総

豊かな長寿社
会に向けたま
ちづくりの推
進

高齢者の生活の
質の向上や課題
解決のための新
しい仕組みの構
築にむけた取り
組みを進める。

市民
政
策
進捗状況

有識者会議の
設置

報告書の作
成、市民啓
発、関係者と
の調整

一部事業実
施、関係者と
の調整

１０月設
置

１０月に有識者会議を
立ち上げ、３回有識者
会議を開催した

Ａ
業
務
計
画

なし 不可 未 高 中 高 拡大
増
や
す

5

豊かな長寿社
会に向けたま
ちづくりの推
進

有識者会議の開
催

開催回数 ３回 ３回 　
有識者会議によ
る検討

開催回数 ２回

業
務
計
画

予
算
な
し

5

豊かな長寿社
会に向けたま
ちづくりの推
進

報告書の作成及
び基本方針の策
定

報告書作成、
基本方針策定

８月
10月

業
務
計
画

予
算
な
し

5

豊かな長寿社
会に向けたま
ちづくりの推
進

市民啓発
講演会等の開
催

２回

業
務
計
画

予
算
な
し

5

豊かな長寿社
会に向けたま
ちづくりの推
進

関係者調整 調整回数 １２回

業
務
計
画

増
や
す

6 総
政策的な調整
に関する事務

政策的課題につ
いて庁内の連携
を図り、的確な
事業の方向性を
調整する。

市民
・
職員

定
例
定
型

調整事務数
調整事務数：
６事務

調整事務数：
６事務

調整事務数：
６事務

６事務
それぞれの事業の進捗
に応じ、適宜関係者と
の調整を行った。

Ｂ なし 不可 未 中 中 高 現状維持

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 5,733 5,733 11,212 11,212

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

目標値

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

具体的な
改善内容

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

企画経営課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

企画経営課

先を見据えた政策を実現する

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

6
政策的な調整
に関する事務

JR茅ヶ崎駅駅ビ
ル増床計画に伴
う総合調整

関係機関協議 年４回 １１回
JR茅ヶ崎駅駅ビ
ル増床計画に伴
う総合調整

関係機関協議 年6回

予
算
な
し

6
政策的な調整
に関する事務

文化資料館移転
整備に伴う総合
調整

関係機関協議 年２回 ２回

予
算
な
し

6
政策的な調整
に関する事務

資源物選別処理
跡地の土地利用

神奈川県関係
機関及び関係
機関協議

年６回 ４回

予
算
な
し

6
政策的な調整
に関する事務

中海岸県有地の
土地利用

公園計画等の
検討及び土地
活用協議

２６年３月
２６年３月
（１１回）

中海岸県有地の
土地利用

関係機関協議 年８回

予
算
な
し

6
政策的な調整
に関する事務

西浜駐車場跡地
の土地利用

地区計画の策
定

２５年８月 ０回

予
算
な
し

6
政策的な調整
に関する事務

（仮称）小出第
二小学校用地の
土地活用等に関
する調整事務

調整回数 年２回 ０回

予
算
な
し

6
政策的な調整
に関する事務

雇用促進住宅の
活用方策の検討

学識経験者に
よる研究会の
設置

２５年９月 25年10月
雇用促進住宅の
活用方策の検討

活用の方向性
の決定

２７年３月

予
算
な
し

6
政策的な調整
に関する事務

その他政策的な
調整に関する事
務

調整回数 年１５回 １５回
その他政策的な
調整に関する事
務

調整回数 年１５回

予
算
な
し

7 総
各個別プラン
の進行管理事
務

各課の個別プラ
ンについて進捗
状況を把握し、
総合計画等との
整合性を図る。

市民
・
職員

定
例
定
型

庁内照会回数
庁内照会回
数：２回

庁内照会回
数：２回

庁内照会回
数：２回

2回

個別プラン及び審議会
の関係課調査を各1回実
施し、それを踏まえ審
議会等設置等事務取扱
要綱の制定を行った。

Ａ あり 不可 未 中 中 中 現状維持
維
持

7
各個別プラン
の進行管理事
務

個別プラン進行
状況表の作成

関係課照会及
びヒアリング
の実施回数

年２回 ２回
個別プラン進行
状況表の作成

関係課照会及
びヒアリング
の実施回数

年２回
維
持

7
各個別プラン
の進行管理事
務

個別計画の進行
管理と審議会の
あり方の庁内調
整

調整時期 ２６年３月 ２６年３月 審議会の見直し
見直しの実施
時期

平成２７年
３月

あり
⑥市役所の変
革

26年度

見直し後の
審議会等の
数の決定時
期

27
審議会等の数
の見直しに取
り組む。

維
持

8 総
PPP（公民連
携手法）の推
進

茅ヶ崎市総合計
画基本構想の基
軸に掲げた「新
しい公共の形
成」の実現に向
けた環境整備を
推進する。

市民
政
策
円卓会議の開催
回数

４回 ４回 ４回 682 4回

新しい公共円卓会議を
立ち上げ、公民連携の
推進に関して意見交換
を行った。

Ａ 642

業
務
計
画

あり 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

8
PPP（公民連
携手法）の推
進

予
算
な
し

8
PPP（公民連
携手法）の推
進

予
算
な
し

8
PPP（公民連
携手法）の推
進

円卓会議の設置 設置時期 ２５年７月 25年7月 682 円卓会議の設定 開催日数 ４回 642

業
務
計
画

あり
①事業実施主
体の最適化

25年度
円卓会議の
設置時期 25

公民連携推進
に向けた情報
共有

維
持

8
PPP（公民連
携手法）の推
進

PFI事業の推進
PFI事業推進に
関する庁内調
整

２６年３月 26年3月 PFI事業の推進
PFI事業推進
に関する庁内
調整

２７年３月

業
務
計
画

予
算
な
し

8
PPP（公民連
携手法）の推
進

(仮称）柳島ス
ポーツ公園整備
事業 実施方針の
策定

実施方針の公
表時期

２５年１２
月

25年12月

(仮称）柳島ス
ポーツ公園整備
事業 事業契約締
結

契約締結時期
２６年１２
月

業
務
計
画

予
算
な
し

8
PPP（公民連
携手法）の推
進

事業実施主体の
最適化の検討

実施時期 ２５年８月 －
事業実施主体の
最適化の検討

実施時期 ２６年８月

業
務
計
画

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 5,733 5,733 11,212 11,212

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

目標値

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

具体的な
改善内容

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

企画経営課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

企画経営課

先を見据えた政策を実現する

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

9 総
新しい公共推
進事業の実施

「新しい公共の
形成」を具現化
するため、民間
団体、民間事業
者が複数の視点
からアプローチ
できる提案型民
営化制度の導入
を図る。

市民
政
策
実施事業数 ３事業 ５事業

提案型民
間活用制
度ガイド
ラインを
策定した

新しい公共を具現化す
るための提案型民間活
用制度ガイドラインを
策定した。

Ｂ
業
務
計
画

あり 不可 未 高 高 高 拡大
増
や
す

9
新しい公共推
進事業の実施

新しい公共推進
事業（提案型民
営化制度）の構
築

制度構築時期 ２６年３月 26年3月

新しい公共推進
事業（提案型民
営化制度）の提
案募集

提案募集時期 ２６年８月

業
務
計
画

あり
①事業実施主
体の最適化

3事業
モデル事業
の実施数 26

新しい公共推
進事業を活用
し、既存事業
を民間提案に
より改善して
実施する。

増
や
す

10 総
社会保障・税
番号制度事務

職員
政
策

業
務
計
画

不可 未 高 高 高 拡大

予
算
な
し

10
社会保障・税
番号制度事務

番号制度導入準
備本部の運営

関係課かいと
の調整

２７年３月

業
務
計
画

予
算
な
し

10
社会保障・税
番号制度事務

番号法利用の検
討

関係課かいと
の調整

２７年３月

業
務
計
画

予
算
な
し

10
社会保障・税
番号制度事務

特定個人情報保
護評価の実施

関係課かいと
の調整

２７年３月

業
務
計
画

予
算
な
し

10
社会保障・税
番号制度事務

システム改修等
における調整

関係課かいと
の調整

２７年３月

業
務
計
画

予
算
な
し

11 総
庁内分権の推
進

職員等の部局内
での流動的な活
用や更なる庁内
分権方策につい
て検討する。

職員

定
例
定
型

臨時職員等の部
局内での流動的
活用に係る検証

部局内におけ
る職員の流動
的活用の検討

部局内におけ
る職員の流動
的活用の実施

部局内におけ
る職員の流動
的活用の実施

内部での
検討を実
施した。

試行実施部局の状況を
踏まえ、更に効果のあ
る手法も検討すること
とした。

Ｃ あり 不可 未 中 中 中 現状維持

予
算
な
し

11
庁内分権の推
進

部局内における
職員の流動的活
用の内部検討

内部会議回数 年２回 1回

予
算
な
し

11
庁内分権の推
進

部局内における
職員の流動的活
用の関係課協議

協議の実施回
数

年２回 年0回

予
算
な
し

11
庁内分権の推
進

平成２７年度か
らの実施に向け
た効果的な庁内
分権のあり方を
検討する

あり方の検討 27年3月 あり
⑦総人件費抑
制

27年度
新たな庁内
分権制度の
実施時期

27

部局単位での
人事マネジメ
ントを実施す
る。

予
算
な
し

12 総
指定管理者制
度に係る検
討・調整

直営施設におけ
る民間活力の活
用について調査
検討を行う。

施設所
管課

定
例
定
型

直営施設におけ
る民間活力の活
用に係る調査検
討

直営施設の指
定管理者制度
導入に向けた
検討

直営施設の指
定管理者制度
導入に向けた
調整

直営施設の指
定管理者制度
導入ならびに
検証

10

公共施設白
書を策定
し、施設の
現状整理を
行った。

公共施設白書を策定
し、直営施設の現状整
理を行った。

Ｂ 20 あり 不可 未 高 高 高 現状維持
増
や
す

12
指定管理者制
度に係る検
討・調整

指定管理者制度
の運用

モニタリング
及び基本的考
え方に関する
事務担当者会
議の開催

年１回 年2回
指定管理者制度
の運用

モニタリング
及び基本的考
え方に関する
事務担当者会
議の開催

年１回

予
算
な
し

12
指定管理者制
度に係る検
討・調整

指定管理者選定
等委員会議

会議の実施時
期

２５年１０
月

25年10月 10
指定管理者選定
等委員会議

会議の実施時
期

２６年１０
月

20
増
や
す

12
指定管理者制
度に係る検
討・調整

指定管理者制度
導入に関する基
本的考え方の見
直し

見直し時期 ２５年７月 26年3月

指定管理者制度
導入に関する基
本的考え方の見
直し

見直し時期 ２７年３月 あり
①事業実施主
体の最適化

25年度

指定管理者
導入に関す
る検証作業
の実施時期

26
指定管理者制
度推進の検討

予
算
な
し

12
指定管理者制
度に係る検
討・調整

直営施設の指定
管理者制度導入
に向けた内部検
討

内部会議回数 年２回 年0回

直営施設の指定
管理者制度導入
に向けた内部検
討

内部会議回数 年２回

予
算
な
し

13 総 庁議事務

政策会議を円滑
に進行させるた
め、日程、資料
整理等必要な調
整を行う。

職員

定
例
定
型

政策会議・政策
調整会議開催回
数

年３６回 年３６回 年３６回 1,769 ６５回
事前に必要な調整等を
行い、会議を円滑に進
行した。

Ａ 1,769 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

13 庁議事務

政策会議日程の
調整、資料の取
りまとめ及び会
議の運営

会議の開催回
数

年３６回 年３５回

政策会議日程の
調整、資料の取
りまとめ及び会
議の運営

会議の開催回
数

年３６回

予
算
な
し

13 庁議事務
政策会議報告書
の作成

作成件数 年３６件 年６９件 885
政策会議報告書
の作成

作成件数 年３６件 885
維
持
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25年度 26年度 27年度 5,733 5,733 11,212 11,212

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

目標値

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

具体的な
改善内容

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

企画経営課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

企画経営課

先を見据えた政策を実現する

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

13 庁議事務
政策会議結果概
要の情報提供

情報提供の回
数

年３６回 年６８回
政策会議結果概
要の情報提供

情報提供の回
数

年３６回

予
算
な
し

13 庁議事務

政策調整会議日
程の調整、資料
の取りまとめ及
び会議の運営

会議の開催回
数

年３６回 年３０回

政策調整会議日
程の調整、資料
の取りまとめ及
び会議の運営

会議の開催回
数

年３６回

予
算
な
し

13 庁議事務
政策調整会議報
告書の作成

作成件数 年３６件 年６３日 884
政策調整会議報
告書の作成

作成件数 年３６件 884
維
持

14 総 議会調整事務

議会の一般質問
に対する答弁を
円滑に行うた
め、答弁資料の
整理その他の調
整を行う。

職員

定
例
定
型

議会調整会議開
催回数

４回×３日＝
１２回

４回×３日＝
１２回

４回×３日＝
１２回

１８回

一般質問や代表諮問の
状況に応じて、適宜議
会調整会議を設定し、
答弁資料の整理を適正
に行った。
また、事務にあたって
は毎回、それまでの課
題を確認し改善に取り
組みながら対応した。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

14 議会調整事務
答弁書作成の割
り振り、取りま
とめその他調整

各課照会の回
数

４回 ４回
答弁書作成の割
り振り、取りま
とめその他調整

適正な作成調
整

１００％

予
算
な
し

14 議会調整事務 議会調整会議
会議の開催回
数

１２回 １８回 議会調整会議
会議の開催回
数

１２回

予
算
な
し

15 総
施政方針作成
事務

市の翌年度の重
要施策を示すた
め、施政方針の
作成を行う。

市民

定
例
定
型

施政方針作成回
数

年１回 年１回 年１回 １回
目標とした期限までに
事務を行い、成果が出
ている。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

15
施政方針作成
事務

施政方針の作成
各課照会の回
数

３回 施政方針の作成
各課照会の回
数

３回

予
算
な
し

15
施政方針作成
事務

施政方針作成事
務

施政方針作成
時期

２６年２月
施政方針作成事
務

施政方針作成
時期

２７年２月

予
算
な
し

16 総 業務計画事務

PDCAサイクルに
活用するため、
財政や行政評価
と連携した業務
計画の制度を構
築し実施する。

職員

定
例
定
型

情報交換会の開
催

２回 ２回 ２回 ２回

情報交換会の運営方法
の工夫により、組織で
取り組む重点事業の明
確化が図られた。また
中間期では資料内容を
工夫し、進捗状況を新
たに市民公表した。

Ａ 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

16 業務計画事務
取りまとめ結果
の議会への資料
提供

提供時期 ２５年５月

【当該年度
確定版】２
５年５月
【予算案資
料版】２６
年２月

取りまとめ結果
の議会への資料
提供

提供時期

【当該年度
確定版】２
６年５月
【予算案資
料版】２７
年２月

位置付け
ないが取
り組みを
進める

その他

⑥市役所の変
革

25年度

27年度

議会への資
料提供回数

資料作成の
回数を削減
する時期

25

27

業務計画の議
会への資料提
供回数を2回か
ら1回へ減ら
す。

公表までに作
成する業務計
画（案）の作
成回数を1回削
減する。

予
算
な
し

16 業務計画事務
情報交換会の開
催

開催回数 ２回 ２回
情報交換会の開
催

開催回数 ２回

位置付け
ないが取
り組みを
進める

⑥市役所の変
革

26年度
記載内威容
の充実を図
る時期

26

次年度に取り
組む事業全体
を把握できる
よう、記載内
容の充実を行
う。

予
算
な
し

16 業務計画事務
取りまとめ結果
の市民への公表

公表時期 ２５年５月 ２５年５月
取りまとめ結果
の市民への公表

公表時期 ２６年５月

予
算
な
し

17 総
市民意識調査
等に関する事
務

市政モニターア
ンケートや市民
満足度調査の結
果を総合計画の
進管理や個別計
画に有効に活用
する。

市民

定
例
定
型

アンケート調査
の回収率

市政アンケー
ト調査の回収
率：60％

市民満足度調
査の回収率：

55％

市政アンケー
ト調査の回収
率：60％

1,024 57.30%

様々な施策に係るアン
ケート調査を実施する
ことができたが、市政
アンケートへの各課の
要望が多く、設問を相
当数絞り込まなくては
ならない状況にある。

Ａ 1,605 あり 不可 未 高 中 高 拡大
維
持

17
市民意識調査
等に関する事
務

層化無作為抽出
3000人を対象と
した市政アン
ケート調査の実
施

市政アンケー
ト調査の回収
率

６０％ ５７．３％ 1,024
市民満足度調査
の実施

満足度調査の
実施時期

４月 1,605
維
持

17
市民意識調査
等に関する事
務

市政モニターに
よるアンケート
調査の実施

アンケート回
数

年４回 ３回
市政モニターに
よるアンケート
調査の実施

アンケート回
数

年４回 あり
⑥市役所の変
革

5回／年
市民意識調
査等の実施
回数／年

25

市民の市政に
対する意識・
ニーズ・満足
度等の把握を
的確に行う。

予
算
な
し

17
市民意識調査
等に関する事
務

市民意識調査に
関する庁内ニー
ズ調査

関係課照会 年1回

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 5,733 5,733 11,212 11,212

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

目標値

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

具体的な
改善内容

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

企画経営課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

企画経営課

先を見据えた政策を実現する

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

18 総
職員提案制度
の運営及び活
性化

職員提案制度の
活性化方策の検
討及び現行の褒
賞方法について
の改善策を検討
する。

職員

定
例
定
型

職員提案制度の
活性化方策の検

討

提案者数（55
人）

提案者数（60
人）

提案者数（65
人）

251 78人

新たな職員提案制度を
実施することにより、
提案者の増加を図るこ
とができた。

Ａ 180 あり 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

18
職員提案制度
の運営及び活
性化

提案強調月間、
課題提案の募集

課題提案の募
集回数

年１回 ０回 課題提案の募集
課題提案の募
集回数

年１回

予
算
な
し

18
職員提案制度
の運営及び活
性化

実施に向けた調
整

提案内容の実
施に向けた検
討依頼の回数

年２回 年２回
実施に向けた調
整

提案内容の実
施に向けた検
討依頼の回数

年２回

予
算
な
し

18
職員提案制度
の運営及び活
性化

提案審査会の運
営

審査会の実施
回数

年２回（目
標提案者５
５人）

年２回（提
案者７８
人）

提案審査会の運
営

審査会の実施
回数

年２回（目
標提案者６
０人）

予
算
な
し

18
職員提案制度
の運営及び活
性化

褒賞の実施
褒賞の実施回
数

年１回 年２回 251 褒賞の実施
褒賞の実施回
数

年２回 180
維
持

18
職員提案制度
の運営及び活
性化

新たな職員提案
制度の実施

実施時期 ２５年７月 ２５年７月
制度活性化の改
善検討

制度改善の回
数

年１回 あり
⑥市役所の変
革

65人 提案者数 27

制度の見直し
により、職員
の提案意欲を
高める。

予
算
な
し

19 総
組織・機構の
見直し

新たな行政需要
や市民ニーズに
的確かつ柔軟に
対応できる組織
体制の検証や見
直しを行う。

各課

定
例
定
型

組織の検証時期 ３月まで ３月まで ３月まで ３月まで
目標とした期限までに
適切な検証が行え、一
定の成果があった。

Ａ あり 不可 未 中 中 高 現状維持

予
算
な
し

19
組織・機構の
見直し

総合計画の政
策・施策体系に
合わせた組織の
検証

業務棚卸評価
による各部課
かいヒアリン
グ

年１回 年１回
基本構想の見直
しに合わせた組
織の検証

庁内への照会
及びヒアリン
グ

年１回

予
算
な
し

19
組織・機構の
見直し

重要な事業に対
応する組織の見
直しへの対応

対応時期
２５年１０
月及び２６
年３月

２５年１０
月及び２６
年３月

重要な事業に対
応する組織の見
直しへの対応

対応時期
２６年１０
月及び２７
年３月

あり
⑥市役所の変
革

27年度
組織の見直
しの実施時
期

27

新たな行政需
要や社会情勢
の変化に対し
検証を行い、
迅速かつ的確
に行う。

予
算
な
し

19
組織・機構の
見直し

広域連携に資す
る効率的な組織
の検討

実施時期 ２６年３月 ２６年３月
広域連携に資す
る効率的な組織
改正

実施時期 ２７年３月

予
算
な
し

20 総
事務分掌の調
整及び改正

社会経済情勢の
変化や、複雑
化・多様化する
市民ニーズに迅
速かつ的確に対
応できる組織機
構の実現を継続
的に図る。

各課

定
例
定
型

事務分掌の調整
及び改正時期

３月まで ３月まで ３月まで ３月まで
適切な時期に事務分掌
規則の改正を行うこと
ができた。

Ａ なし 不可 未 中 中 高 現状維持

予
算
な
し

20
事務分掌の調
整及び改正

調整のための協
議

協議・調整の
期限

２６年１月 ２６年１月
調整のための協
議

協議・調整の
期限

２７年１月

予
算
な
し

20
事務分掌の調
整及び改正

事務分掌の調整
及び改正

例規等審査会
への提案

２６年１月 ２６年１月
事務分掌の調整
及び改正

例規等審査会
への提案

２７年１月

予
算
な
し

20
事務分掌の調
整及び改正

新庁舎移転を見
据えた分掌事務
の見直しの検討

課題の洗出し ２６年３月 ２６年３月

予
算
な
し

21 総

事務室の配置
の検討、調整
及び庁内サイ
ンの設置に係
る検討

限られた空間を
有効に活用し、
執務環境の改善
及び市民サービ
スの向上を図
る。

各課

定
例
定
型

人事異動等によ
る配置検討時期

３月まで ３月まで ３月まで 208 ３月まで
適切な時期に組織改正
における対応が行え
た。

Ａ 3,268 なし 不可 未 中 中 高 縮小
減
ら
す

21

事務室の配置
の検討、調整
及び庁内サイ
ンの設置に係
る検討

緊急的かつ重要
な事業に対応す
る組織の見直し
への対応

対応時期 ２６年３月 ２６年３月

緊急的かつ重要
な事業に対応す
る組織の見直し
への対応

対応時期 ２７年３月 183
維
持

21

事務室の配置
の検討、調整
及び庁内サイ
ンの設置に係
る検討

事務室配置変更
等に伴う庁内サ
インの対応

対応時期 ２６年３月 ２６年３月 208
事務室配置変更
等に伴う庁内サ
インの対応

対応時期 ２７年３月 30
維
持

21

事務室の配置
の検討、調整
及び庁内サイ
ンの設置に係
る検討

臨時福祉給付金
給付事業に伴う
什器の整備

整備時期 ４月 3,055
減
ら
す

22 総
ライフタウン
市境問題事務

市境問題の早期
解決を図るた
め、湘南ライフ
タウン住民及び
藤沢市との協議
を進める。

ライフ
タウン
住民

定
例
定
型

公共施設等の利
用案内の発行

年１回 年１回 年１回 １回

市境問題の早期解決を
図るため、湘南ライフ
タウン住民及び藤沢市
との協議を進めるとと
もに、公共施設等の利
用案内の内容を見直し
を行った。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 5,733 5,733 11,212 11,212

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

目標値

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

具体的な
改善内容

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

企画経営課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

企画経営課

先を見据えた政策を実現する

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

22
ライフタウン
市境問題事務

地域住民及び藤
沢市との調整

調整回数 年３回 年３回
地域住民との調
整

調整回数 年２回

予
算
な
し

22
ライフタウン
市境問題事務

藤沢市との調整 調整回数 年２回

予
算
な
し

23 総
ライフタウン
街区案内図更
新事業

藤沢市域に設置
されている湘南
ライフタウンの
街区案内図に
茅ヶ崎市域の情
報を追加で表示
する。

ライフ
タウン
住民

政
策

茅ヶ崎市域の情
報が表示されい
ている湘南ライ
フタウン内の街
区案内図の数

４８基
（４６基）

４８基
（４６基）

４８基
（４６基）

396 ４６基

茅ヶ崎市域の情報を追
加で表示し、一体のま
ち・コミュニティとし
ての湘南ライフタウン
の街区案内図を整え
た。

Ａ なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

23
ライフタウン
街区案内図更
新事業

茅ヶ崎市街区
シール作成貼付

シール貼付案
内図の数

４８基
（４６基）

４６基 396

予
算
な
し

23
ライフタウン
街区案内図更
新事業

街区案内図の維
持のための現地
確認

確認案内図の
数

４８基
（４６基）

４６基
街区案内図の維
持のための現地
確認

確認案内図の
数

４８基
（４６基）

予
算
な
し

24 総
不当要求等の
対策

不当要求行為に
毅然と対応し、
市民に対して公
平、公正な行政
サービスを提供
する。

職員

定
例
定
型

対策に関する研
修の実施

１回 １回 １回 １回
研修を実施し、職員が
知識を習得した。 Ａ なし 不可 未 中 中 中 現状維持

予
算
な
し

24
不当要求等の
対策

研修会の実施
研修会の実施
回数

年１回 年１回

予
算
な
し

24
不当要求等の
対策

不当要求等対策
会議の開催

会議の召集可
能日数

３６５日 ３６５日
不当要求等対策
会議の開催

会議の召集可
能日数

３６５日

予
算
な
し

24
不当要求等の
対策

県警主催の研修
会への参加

受講率 １００％ ７２．７％
県警主催の研修
会への参加

受講率 １００％

予
算
な
し

25 総
構造改革特別
区域の提案・
申請事務

地域の活性化に
資するため、構
造改革特区の提
案、申請に係る
検討調整を行
う。

職員

定
例
定
型

照会回数 ３回 ３回 ３回 3回

県からの照会に対し、
全課かいに情報提供を
行い、申請に係る検討
を行った。

Ａ なし 不可 未 中 中 中 現状維持

予
算
な
し

25
構造改革特別
区域の提案・
申請事務

構造改革特区、
地域再生計画の
提案・申請に係
る調整事務

各課照会等の
回数

３回 ３回

構造改革特区、
地域再生計画の
提案・申請に係
る調整事務

各課照会等の
回数

３回

予
算
な
し

26 総
共同調査研究
事務

多様化した市民
ニーズに対応し
た行政運営を行
う。

職員

定
例
定
型

調査・研究 ３月まで ３月まで ３月まで 45 ３月まで
庁内関係課かいに事業
箇所の照会を行った。 Ｂ 45 なし 不可 未 中 中 中 現状維持

維
持

26
共同調査研究
事務

共同調査研究事
業に応募する事
業の抽出

検討回数 １回 １回 45
共同調査研究事
業に応募する事
業の抽出

検討回数 １回 45

予
算
な
し

27 総
押印・性別記
載の廃止の推
進

事務の合理化及
び手続の簡素化
を図る。

各課

定
例
定
型

庁内における実
態調査

１回 １回 １回 1回
全庁向けに調査を行
い、各課の対応状況を
把握できた。

Ａ なし 不可 未 中 中 高 現状維持

予
算
な
し

27
押印・性別記
載の廃止の推
進

押印廃止に向け
た各課の対応状
況の調査

調査の実施回
数

年１回 年１回
押印廃止に向け
た各課の対応状
況の調査

調査の実施回
数

年１回

予
算
な
し

27
押印・性別記
載の廃止の推
進

性別記載廃止に
向けた各課の対
応状況の調査

調査の実施回
数

年１回 年１回
性別記載廃止に
向けた各課の対
応状況の調査

調査の実施回
数

年１回

予
算
な
し

28 総
地方自治法等
の改正の対応

地方自治法等の
改正による業務
対応

職員

定
例
定
型

地方自治法改正
に伴う対応

３月まで ３月まで ３月まで ３月まで
必要に応じて各課かい
に情報を提供した。 Ａ なし 不可 未 中 中 高 現状維持

予
算
な
し

28
地方自治法等
の改正の対応

地方自治法等の
改正の動向に係
る情報収集

情報収集不足
により適切に
対応できな
かった回数

０回 ０回
地方自治法等の
改正の動向に係
る情報収集

情報収集不足
により適切に
対応できな
かった回数

０回

予
算
な
し

29 総
受益者負担の
適正化事務

施設の適正な使
用料を検討、設
定し、効率的で
持続可能な施設
運営を図る。

市民

定
例
定
型

受益者負担の見
直し適用施設数

2施設 2施設 0施設

駐車場の暫定有料化に
ついては実施しないこ
ととしたが、27年度の
新庁舎供用開始時から
有料とする考え方を策
定した。

Ａ
業
務
計
画

あり 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 5,733 5,733 11,212 11,212

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

目標値

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

具体的な
改善内容

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

企画経営課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

企画経営課

先を見据えた政策を実現する

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

29
受益者負担の
適正化事務

各施設における
最新の維持管理
コストの算定

算定時期
２５年１２
月

２５年１２
月

業
務
計
画

予
算
な
し

29
受益者負担の
適正化事務

公共施設白書の
作成

作成期限 ２５年11月
２５年１２
月

業
務
計
画

予
算
な
し

29
受益者負担の
適正化事務

「公の施設のあ
り方に関する基
本的な考え方」
の策定

作成期限 ２７年３月

策定に向け
た方針を発
行
２５年１２
月

「公の施設のあ
り方に関する基
本的な考え方」
の策定

作成期限 ２７年３月

業
務
計
画

あり
⑤受益者負担
の適正化

25年度
公共施設利
用料金の見
直し時期

28以
降

公共施設白書
を活用し、受
益と負担の考
え方に基づく
見直しを行
う。

予
算
な
し

29
受益者負担の
適正化事務

公共施設開館
日、開館時間等
の見直しについ
ての検討

関係課との協
議

２７年３月 －

公共施設開館
日、開館時間等
の見直しについ
ての検討

関係課との協
議

２７年３月

業
務
計
画

予
算
な
し

29
受益者負担の
適正化事務

行政拠点地区駐
車場の指定管理
者制度導入及び
有料化に向けた
検討

関係課との協
議及び条例改
正

２７年９月
議会

業
務
計
画

あり
⑤受益者負担
の適正化

25年度
駐車場暫定
有料化の実
施時期

25

駐車場の運営
方法の見直し
による、行政
拠点地区全体
の有料化を検
討・実施を行
う。

予
算
な
し

30 総
有料広告等新
たな財源の確
保事務

現在実施してい
る広報紙やホー
ムページ、エレ
ベーター扉に加
え、新たな広告
媒体の対象を検
討し、歳入の増
加を目指す。

各課

定
例
定
型

新たに契約する
有料広告等の件

数
2件 2件 2件 2件

広告媒体の啓発及び推
進については、目標を
達成したが、基本方針
の改訂については、着
手できなかった。

Ｂ あり 不可 未 中 中 高 現状維持

予
算
な
し

30
有料広告等新
たな財源の確
保事務

「茅ヶ崎市にお
ける広告掲載に
関する基本方
針」改訂版の策
定

見直し期限 ２６年３月

改訂版の策
定に着手で
きなかっ
た。

「茅ヶ崎市にお
ける広告掲載に
関する基本方
針」改訂版の策
定

見直し期限
２６年１１
月

予
算
な
し

30
有料広告等新
たな財源の確
保事務

新たな広告媒体
の検討に向けた
啓発

啓発通知の発
信

２５年８月 ２５年７月
新たな広告媒体
の検討に向けた
啓発

啓発通知の発
信

２６年８月

予
算
な
し

30
有料広告等新
たな財源の確
保事務

新たな広告媒体
の推進

広告媒体数 ２件 6件
新たな広告媒体
の推進

広告媒体数 ２件 あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

２件
新たな有料
広告等の件
数

26
広告件数の増
加

予
算
な
し

30
有料広告等新
たな財源の確
保事務

ネーミングライ
ツ導入ガイドラ
インの策定

策定時期
２６年１１
月

予
算
な
し

888 総 災害応急活動

888 災害応急活動

部の災害応急対
策活動マニュア
ルの検証及び見
直し等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

２５年６月 ２５年５月
応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２６年６月

888 災害応急活動
情報収集及び関
係機関との連絡
調整

情報収集及び
連絡調整の実
施

随時 随時
応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２６年６月

888 災害応急活動
図上（想定）訓
練の実施

訓練実施回数 ２回 ４回
所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

２回

888 災害応急活動
統括調整部総括
情報班の活動手
順の習熟

統括調整部総
括情報班での
訓練・研修等
の実施

９回

888 総 庁内共通事務

庁内共通事務の
とりまとめや庁
内外の照会回答
を行う。

職員

定
例
定
型

71 71 15 15
維
持

999 総 部内調整事務


